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フィナンシャル・インテリジェンス部 益嶋 裕 

米国マーケットの最前線 -経済動向から日本への影響まで-  
2014/5/1

雇用統計 直前予想

  

ADP雇用統計（前月差） 4月 +22.0万人 市場予想 +21.0万人 前月 +20.9万人（上方修正） 

（予想）非農業部門雇用者数 4月 市場予想 +21.5万人 マネックス証券 +20～22万人 

 

■ 労働市場は堅調に回復 

米雇用関連会社のオートマチック・データ・プロセッ

シング（ADP）が30日に発表した4月の「民間非農業

部門雇用者数」は、前月から22万人の増加と市場予

想（21万人増）を上回った。さらに、前月分が上方修

正（19.1万人→20.9万人）され、米国の労働市場が

堅調に回復していることが明らかとなった（グラフ参

照）。 

 

同じく労働市場の重要指標である「新規失業保険申

請件数」を確認すると、申請件数は減少傾向を保っ

ており、雇用者数の伸びと整合的な結果となっている（グラフ参照）。 

 

米国の労働市場は寒波による一時的な伸び悩みか

ら立ち直ったと見て差し支えないだろう。 

 

■ 雇用統計予想 

以上見た各指標から米国の労働市場は堅調で、政

府発表の雇用統計も堅調な数値が発表される可能

性は高いと考えられる。 

 

4月の非農業部門雇用者数は、ADP雇用統計と整

合的な前月差20万人～22万人増を見込んでいる。 

（出所)マネックス証券作成

非農業部門雇用者数前月差　（政府統計vsADP雇用統計）
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新規失業保険申請件数の推移
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米国マーケットの最前線 

 

もちろん単月ではブレが大きい指標のため、20万人に届かない可能性がある。ただ、例え20万人を下回った

としても、雇用者数の伸びが10万人以下となるなどよほど大きなネガティブサプライズがない限り、市場は単

月でのブレと判断し、マーケットに与える影響は大きくないと考えている。 

 

■用語解説 

雇用統計（米国） 

米政府による雇用環境を調査した統計。発表される統計のなかでも、失業率（働く意欲がある人口に占める

失業者の割合）と非農業部門雇用者数変化（農業従事者を除いた雇用者数の増減）が市場で注目されやす

い。通常は月初の金曜日に前月分が公表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当社は、本レポートの内容につき、その正確性や完全性について意見を表明し、また保証するも
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・過去の実績や予想・意見は、将来の結果を保証するものではございません。  
・提供する情報等は作成時現在のものであり、今後予告なしに変更又は削除されることがございま

す。  
・当社は本レポートの内容に依拠してお客様が取った行動の結果に対し責任を負うものではござい

ません。  
・投資にかかる最終決定は、お客様ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。  
・本レポートの内容に関する一切の権利は当社にありますので、当社の事前の書面による了解なし

に転用・複製・配布することはできません。  
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